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再生可能エネルギーの特徴
太陽光・風力・地熱・中小水力・バイオマスといった再生可能エネルギーは、温室効果ガスを排出しないこと
から、気候変動対策に貢献することができます。

日本のエネルギー供給は、化石燃料が８割以上を占め、そのほとんどを海外に依存しています。

再生可能エネルギーは国産のエネルギー エネルギー自給率を向上させます。

我が国の電源構成に占める再生可能エネルギー比率は約16%
2030年までに、再生可能エネルギー比率を22～24%に



小水力発電とは

山の中や街の中など、流水があればどこでも発電できる最もわかりやすいエネルギーが「小水力発電」です。

流水のあるところならどこでも設置できて、水の流れを止めることもないので、川や用水路、工場の排水など本来の目的を
妨げることがありません。

・太陽光発電や風力発電と比べて、天候に左右されにくい

・自然破壊につながらない

・発電時に二酸化炭素が発生しない

・発電時の燃料費がかからない

・売電収入を得られる



「再エネ自立電源、小水力発電」

そこで・・
災害時のレジリエンス

非常用電源

小水力発電は、発電所の上流(上部)から水を流して、その間の高低差による
水圧と流速で発電機を回転させて発電します

水資源が豊富で起伏に富んだ町(山北町)・・・・・・・水さえ流れていれば発電できるので、
地震災害などで電力会社からの電気が停電した時も電気を使う事ができるのです



山北パークゴルフ場小水力発電の目的

 地域の低炭素の実現

 エネルギーの地産地消

災害停電時には防災電力として利用

地域や高齢者を守る福祉用電源として利用

車中避難者やペット同伴避難者への電力供給



山北パークゴルフ
小水力発電所概要

東京電力山北発電所水路から川村用水に流れる農業用水
を利用して発電します

100年前から山北町の農業を支えてきた農業用水を
山北町民の環境と安全を支えるためにも利用します

災害時停電には地域の非常用電源として活用します

緊急時展開バッテリー

水力発電機内に常時充電
緊急時には在宅医療機器利用者宅に届けることができます
100Ｗ出力で4時間稼働可能。救急来援ができない場合は交換
バッテリーを再度配送できます。。

利用高低差 7ｍ
使用流量 0.25㎥/秒～0.5㎥/秒
最大出力 約19.9kW/時
一般家庭 約15世帯分

小型フランシス水車・永久磁石発電機

通常時は発電した電力を東電に送電して周辺地域の
低炭素化に役立てます

・ 災害・停電発生時に小水力発電機を独立運転。
・ パークゴルフ場管理棟で緊急時に電気を自由に活用
・ 携帯・パソコン充電や炊飯・情報収集に活用
・ 山北町との電力供給協定により、緊急時利用電力は全量無償提供。



高齢者にも動物にも優しい街つくり



電気機器の平均的使用電力量

可搬式バッテリー装置
400Ｗ

家庭用医療機器 150Ｗ～200Ｗ程



「自然エネルギー推進機構」の活動

他のエネルギー設備とは違い、小水力発電は設置場所により権利、環境などが大きく異なり、
権利関係の調整が複雑なため、普及が遅れているのが現状です。

自然エネルギー推進機構は、「事業出資者」・「地域の皆さん」・「水利権者」・「地方自治体」
などとの調整と、水利権・建設資金の調達・地域合意形成などを行ない、小水力発電を中心と
した自然エネルギー設備の多目的な公益的利用を推進する取り組みを行なっています。

(水利権の問題)
小水力発電普及の問題のひとつは「水利権」の問題です。水の利用は下流の治水や水利用に影響することもあり、河川や用水路に発電機
を設置するには、管理者に届け出をしなければならないのですが、この手続きが極めて煩雑です。
また、関係する法律の制定や改正が追いついていないため、たとえマイクロ水力発電であっても、大規模なダムを造って発電するのと同じ手
続きを取らなければなりません。近年の規制緩和で、マイクロ水力発電に関する規制も緩みつつありますが、全国的に普及するにはまだま
だ厳しいハードルがある、というのが現状です。



山北町パークゴルフ場小水力発電所 事業実施企業

イーエスジーテクノロジーズ株式会社
「Environment＝環境」「Social＝社会」「Governance＝企業統治」

山北町パークゴルフ場小水力発電所の建設には、役場や町民の資金負担は一切なく建設されました。

町には占用料という税金を納め、地域のお祭りなどにも寄附します。

普段の時にはパークゴルフ場発電所の電力を東京電力に売電して設備資金を回収していきます。

災害停電時には、発電した電力の全量を、町と皆さんに無償で提供します。

イーエスジーテクノロジーズは、地震や台風など大規模自然災害が頻発する日本で、社会と事業の持続可能性を追求する企業
にとっての自然エネルギー設備は、収益の量だけではなく、社会的な貢献などの良質な収益を確保していく努力をしていかなけ
ればならないと考えています。
安心安全という利益を地域に還元し、企業にとって「社会からの評価」という利益を得るべきと考え、日本各地に地域一体型の
自然エネルギー設備を、持続可能な社会を実現させるべく、自治体や地域の皆様と共に建設してまいます。
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